
基本シート <一般用>

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

布設・布設替えを行った割合

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

水圧・水量不足が解消された割合

9

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

導・送・配水管新設、更新事業

事 務 事 業 評 価 表
水道部

水道課

担 当 部

評価対象年度  平成 24年度

事　務
事業名

支 出 合 計

政策名

事務事業
コード

項

そ の 他

イ

当 初 予 算 額

補 正 予 算

県 支 出 金

地 方 債

（２）事業費

予
算
額

ア
需要に見合う水圧・水量が安定的
に得られる

0

0

0

930,991

930,991

0

0

0

520,067

520,067

12

一 般 財 源

国 庫 補 助 金

施策名

基本事業名

決
算
額

予 算 合 計

コード

款

100

14 14

100100 100

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

①国分敷根～福山地区連絡管・配水池・中継
ポンプ所の整備②小田西地区配水管・配水池
の整備③鹿児島空港前国道504号配水管布
設替等の整備を行った。

事業
期間

目 根拠法令・
条例等

関連計画

24年度

8,840

会計

17

導・送・配水管布設実施延長

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

主
な
活
動

104件

3

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

11,130

（実績）

12,355

1

1

単年度のみ

快適で魅力あるまちづくり

内 線 番 号

生活基盤の充実 42-3501

5361

施設第１・２Ｇ

25年度

予
算
科
目

）

年度～）

水の安定供給を確保するために給水区域内の導・送・配水管の布設・布設替工事を行う事業。
①使用水量の増加に対応したサービス向上のため、配水管の能力不足が生じている地域や配水
管の未整備地域の配水管網整備を行う。
②老朽管の布設替を行う事業
③国・県・市が実施する道路改良事業等に合わせ配水管の布設・布設替を行う事業。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

（見込）
25年度

（見込）

3,170 8,863

17,604 12,982

26年度
（見込）

23年度 24年度 25年度
（実績） （見込）（実績）

121,549

50

137,642

4 1

50 50

％

ア

ウ 配水管の未整備地域

 ⑦ 結 　果

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度

***

ア
水圧・水量不足が生じている供給
先

水圧水量不足が判明した供給先数

イ
未整備地域に水を安定供給でき
る

ウ

件

26年度

77

42 30

24年度
（見込）

25年度
（実績） （実績） （見込）

単位

安全で良質な水の安定供給

単位
（実績） （見込）
24年度 26年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

件

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

老朽管の延長 ｍ

単位

要望件数

ｍ

 ③ 対 　象

10

90,345老朽管

イ

ウ

導・送・配水管布設替実施延長

23年度

ア 6,001

（実績）

平成24年度実績

平成25年度計画

23年度

ｍ

引き続き、小田西配水池の整備、国道504号
線配水管布設替工事、台明寺～木之房水系
連絡管の整備を実施する。

5

26年度
（見込）

90,352

*** ***

80 ***安全で良質な水の安定供給イ

0

安全で良質な水の安定供給 断水件数

おいしい水が飲めていると感じている市民の
割合

％

（決算） （予算）

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

25年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

水道事業の開始により水道普及を図るため導・
送・配水管の整備を実施している。

現在、給水区域内のほぼ全域で管網整備が終って
いるが、今後は事故・災害に強い管路の構築、漏水
防止・水質基準の強化・耐震化のために老朽管の更
新をしていかなければならない。

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

24年度

　水圧や水量が不足している苦情が、主に人
口増加の激しい国分地区、隼人地区の供給先
から寄せられている。
　給水区域外の集落水道から維持管理が高齢
化により困難なことから配水設備の要望も出さ
れている。

この事務事業に対する議会から出された
意見



財務シート ＜一般用＞

単位：千円

24

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

第１回

　　

第３回

第４回

第５回 　　

平
成

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 24 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

520,067 930,991

　　

第６回

第７回

第８回

国

県

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,045,030930,991 1,045,030

930,991 1,045,030 1,045,030

520,067 930,991

補助率

財
源
内
訳

計 520,067

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

国

県

520,067

参加費等の事業実施のための収入説明

520,067 520,067 930,991 1,045,030930,991 1,045,030

15,000 15,000

2,000

966,980

1,137 1,137 2,000 2,000 2,000

485,895 485,895 854,700 854,700 966,980

33,035 33,035 59,291 59,291 76,050 76,050

水道部

担 当 課 水道課
導・送・配水管新設、更新事業

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

使用料及び賃借料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8 報 償 費

10

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

14

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

平成24年度　（決算）

単独 補助 合計 補助単独 補助 合計合計 単独

平成25年度　（当初予算） 平成26年度　（見込）



 １次評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

☐ 削減余地がない

⑧  　  　

☐ 削減余地がない

■ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
■
☐
☐ 現状維持・継続

目的再設定　

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

☐

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

成果の向上余地

影響がない

水圧・水量不足が生じている、若しくは老朽管の割合が高い地域に住む
水道利用者が主たる受益者となるが、水の安定供給を得ることは利用者
の権利であり、水道事業は当該サービスを提供する義務がある。したがっ
て受益の機会としては公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

・有効性については、人口増等により常に変動している状況にあり又、耐用年数を経過した水道
管等すべてを布設替する必要はなく成果指標の現状値をあるべき水準まで向上させることは難
しいところがある。
・事業費については、使用材料の検討・他工事との同時施工を実施したが更なるコスト縮減に努
める。また、人件費については工事発注方法等を検討し事務の簡素化によりいっそう努力する。

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

D
公
平
性
評
価

水圧・水量不足が解消された地域の供給先に関しては、毎年解消に向け
事業を実施しているが、人口増などの要因で新たに発生する地域もある
ため常に変動している。また、耐用年数を経過した水道管等すべてを布
設替する必要はなく、漏水の恐れがあるなど必要に応じて老朽管の布設
替を実施するので一概に成果向上は望めない。

水を安定的に供給することが困難になる。また、漏水等の危険
性が増し、給水サービスの低下及び二次的事故（道路の陥没
等）が発生する恐れがある。

事業費のほとんどは材料費並びに施工費用であり、使用材料の検討、他
工事との同時施工などは実施しているため、大幅な削減余地は少ないが
計画に基づき布設・布設替を実施することにより、漏水等による突発的な
事業費を抑制することができる。

工事発注後の立会い・仕切弁等の操作は職員で対応しなけれ
ばならないため大幅な削減は難しいが、工事発注時の工区分
け等を見直すことにより設計事務・契約事務・現場管理等が軽
減できる可能性がある。

削減余地がある

水道部
水道課

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

0

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

導・送・配水管新設、更新事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 水道法において、水道事業は原則として市町村が行うものと規
定されており妥当である。

水の安定供給の観点から事業を行っており、施工を行う地域や
供給先には年度毎に変動はあるものの対象・意図としては変え
る必要がないので妥当である。

配水管の能力不足・未整備地域の管網整備・老朽管の布設替
を行うことにより、管路の構造及び材質の向上等が図られ安全
な水を供給できる。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

 ① 平成25年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成26年度に取り組むべき具体的な内容
　平成25年度の取り組みと同様であるが、各計画の見直し検討が必要。
　CAD数量計算システムと積算システムの使用運用について更に精通し、図面作製から
設計図書の作成を自営で行えることにより、委託料及び事務費の削減に取り組む。

　設計時点で工法、路線決定、経済比較等を十分検討し、コ
スト縮減に努めることと、工事発注区分の検討を行い、設計
事務、契約事務、現場管理等を軽減することで、事業費が削
減される。
　更に今年度導入予定のCAD数量計算システムを活用する
ことで事務費の削減が見込める。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

■

効率性改善（コスト削減）　
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